【様式２】
　令和　　年　　月　　日

広陵町長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　（提出者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　        　　　　　　　　　　印

参加資格に関する申立書

　当社は、広陵町空家等実態調査及び空家等対策計画策定業務委託公募型プロポーザルに参加するに当たり、下記の条件を全て満たしており、参加資格を有することを申し立てます。

記

1 令和８年２月１日時点において、広陵町建設工事及び測量・建設コンサルタント等競争入札参加資格若しくは物品購入等に係る競争入札及び随意契約参加資格のいずれか又は両方について登録があること。
2 地方自治法施行令（昭和２２年政令第６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。
3 広陵町から指名停止措置を受けていないこと。
4 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者でないこと、及び該当する事実があった日から２年経過していない者であること。
5 破産法（平成１６年法律第７５号）規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２５５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。
6 広陵町暴力団排除条例（平成２３年１２月広陵町条例第８号）第２条第１号に規定する暴力団及び暴力団員及び同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等でないこと。
7 納付すべき国税及び地方税の滞納がない者であること。
8 管理技術者又は照査技術者自身が、技術士【建設部門】、技術士【総合技術管理部門（建設部門）】又は【RCCM（都市計画及び地方計画部門）】の資格を有すること。
9 国、特殊法人等、公共法人又は地方公共団体が過去３年以内（令和５年度～令和７年度）に発注した空家等実態調査業務又は空家等対策計画策定業務委託について、元請（共同企業体の構成員である場合を含む。）として受注した実績があること。
10 本業務内で利用するデータの情報保護及び品質管理の観点から、次のいずれかの資格を取得していること。
（ア）情報セキュリティマネジメントシステム（JIS Q 27001:2014）
（イ）プライバシーマーク（JIS Q 15001:2006）


※事業者グループの場合、グループ内の全ての事業者が提出すること。
　　ただし、⑧・⑩については、事業者グループを構成するいずれかの事業者が条件を満たし
ていることとする。
